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（６）平成１６年３月期  個別財務諸表の概要         平成１６年５月１８日  
 
上 場 会 社 名   ク ラ リ オ ン 株 式 会 社                   上場取引所  東証・大証(各第一部) 
コ ー ド 番 号    ６ ７ ９ ６                                         本社所在都道府県  東 京 都 
（ＵＲＬ  http://www.clarion.co.jp）  
代    表    者    役 職 名  取 締 役 社 長  氏  名  泉   龍  彦 
問合せ先責任者    役 職 名  取締役経理本部長  氏  名  笠 井 成 志     ＴＥＬ(048)443-1111(代表) 
決算取締役会開催日      平成１６年５月１８日                         中間配当制度の有無    無 
定時株主総会開催日   平成１６年６月２５日 

米国会計基準採用の有無   無                                    単元株制度採用の有無  有(１単元1,000株) 

 

１．平成１６年３月期の業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

（１）経営成績                                       (注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売     上     高 営   業   利   益 経   常   利   益 
 

1 6 年 ３ 月 期 
1 5 年 ３ 月 期 

             百万円      ％ 
       131,610  (△  5.0 ) 
       138,550  (   14.2 ) 

              百万円      ％ 
6,702  (   38.0 ) 
4,856  (   43.5 ) 

            百万円      ％ 
          5,572  (   89.7 ) 
          2,937  (   33.9 ) 

 

 
当 期 純 利 益 

１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
1 6 年 ３ 月 期 
1 5 年 ３ 月 期 

       百万円    ％ 
    1,291 (  48.2 ) 
      871 (   －  ) 

     円  銭 
      4  57 
      4  38 

     円  銭 
 
     

         ％ 
      4.3 
      3.7 

         ％ 
      5.0 
      2.5 

         ％ 
      4.2 
      2.1 

 (注)①期中平均株式数 16年3月期 282,568,498株 15年3月期 199,029,479株 
     ②会計処理の方法の変更      無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）配当状況 

１ 株 当 た り 配 当 金 
 

 中   間 期   末 

配 当 金 総 額 
（年  間） 

配 当 性 向 
株主資本 
配 当 率 

 
1 6 年 ３ 月 期 
1 5 年 ３ 月 期 

     円  銭 
    0  00 
    0  00 

     円  銭 
 
 

     円  銭 
    0  00 
    0  00 

        百万円 
 
 

            ％ 
 
 

            ％ 
 
 

 

（３）財政状態 

 総   資   産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 

1 6 年３月期 
1 5 年３月期 

             百万円 
      108,592 
      115,695 

             百万円 
       31,793 
       28,792 

                  ％ 
        29.3 
        24.9 

          円      銭 
       112      52 
       101      89 

 (注)①期末発行済株式数 16年3月期 282,554,228株 15年3月期 282,581,449株 
     ②期末自己株式数 16年3月期 189,957株 15年3月期 162,736株 

 

２．平成１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

   １株当たり年間配当金 
 売    上    高 経   常   利   益 当  期  純  利  益 

   期   末  
 

 中 間 期 
 通 期 

            百万円 
      64,000 
     130,000 

            百万円 
       1,400 
       4,500 

            百万円 
       1,000 
       2,500 

      円  銭 
0   00 
0   00 

     円  銭 
    0   00 

0   00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   8 円  85 銭 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に  
係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる  
結果となる可能性があります。  
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〈 単  独〉  

（７）  個別財務諸表等   

  貸借対照表   
 （１）  資  産  の  部  
                                                                                      （単位：百万円） 

当     期 
(平成16年3月31日現在) 

前     期 
(平成15年3月31日現在) 

前 期 比 増 減 
                 期    別 

 

  科    目 金    額  構成比 金    額  構成比 金    額  増減率 

  （資 産 の 部）        ％        ％        ％ 

 流 動 資 産 (   49,409 ) (  45.5 ) (   51,252 ) (  44.3 ) (△  1,842 ) (△ 3.6 ) 

    現 金 及 び 預 金     11,489      13,877   △  2,387  

    受   取   手   形        537       1,220   △    683  

    売     掛     金     18,239      15,881       2,358  

    未   収   入   金      3,670       4,964   △  1,294  

    短  期  貸  付  金      2,371       1,670         700  

    製 品 及 び 商 品      5,520       6,179   △    659  

    原     材     料      2,894       3,709   △    815  

    仕     掛     品          0          45   △     45  

    貯     蔵     品      1,338       1,401   △     63  

    前   払   費   用        710         663          46  

    繰 延 税 金 資 産      2,081       1,242         839  

    そ     の     他      1,212       1,189          23  

    貸  倒  引  当  金  △    655   △    794        138  

 固 定 資 産 (   59,182 ) (  54.5 ) (   64,441 ) (  55.7 ) (△  5,258 ) (△ 8.2 ) 

  有 形 固 定 資 産 (   14,552 ) (  13.4 ) (   16,198 ) (  14.0 ) (△  1,645 ) (△10.2 ) 

    建           物      3,510       4,024   △    514  

    構     築     物        125         158   △     32  

    機   械   装   置        662         806   △    143  

    車 両 及 び 運 搬 具         27          16          10  

    工 具 器 具 備 品        788       1,051   △    262  

    土           地      9,438      10,134   △    696  

    建 設 仮 勘 定         ―           6   △      6  

  無 形 固 定 資 産 (    5,882 ) (   5.4 ) (    6,102 ) (   5.3 ) (△    219 ) (△ 3.6 ) 

    借     地     権         22          22          ―  

    ソ フ ト ウ エ ア      5,623       5,858   △    234  

    そ     の     他        236         221          15  

  投 資 そ の 他 の 資 産 (   38,747 ) (  35.7 ) (   42,141 ) (  36.4 ) (△  3,393 ) (△ 8.1 ) 

    投 資 有 価 証 券      3,931       3,496         435  

    子  会  社  株  式     29,780      33,626   △  3,846  

    長  期  貸  付  金      2,600       2,650   △     50  

    長 期 前 払 費 用      1,231       1,352   △    121  

    繰 延 税 金 資 産      294         170         124  

    そ     の     他      1,017         969          47  

    貸  倒  引  当  金  △    107   △    124          17  

 繰 延 資 産 (       ― ) (    ― ) (        1 ) (   0.0 ) (△      1 ) (    ― ) 

    社 債 発 行 差 金         ―           1   △      1  

 資  産  の  部  合  計    108,592   100.0    115,695   100.0  △  7,102  △ 6.1 
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〈単  独〉  

（２）  負 債 ・ 資 本 の 部 
                                                                                      （単位：百万円） 

当     期 
(平成16年3月31日現在) 

前     期 
(平成15年3月31日現在) 

前 期 比 増 減 
                 期    別 

 

  科    目 金    額  構成比 金    額  構成比 金    額  増減率 

  （負 債 の 部）        ％        ％        ％ 

 流  動  負  債 (   58,707 ) (  54.1 ) (   69,442 ) (  60.0 ) (△ 10,734 ) (△15.5 ) 

    支   払   手   形      4,174       4,701   △    527  

    買     掛     金     13,540      12,999         540  

    一年以内償還予定の 
    社 債         ―       3,000   △  3,000  

    短  期  借  入  金     27,539      33,471   △  5,932  

    一年以内返済予定の 
    長  期  借  入  金      6,257       6,961 

 
  △    703 

 
 

    未     払     金      3,696       4,327   △    631  

    未 払 法 人 税 等         18          18           0  

    未   払   費   用      2,742       2,816   △     73  

    預     り     金         21          39   △     17  

    賞  与  引  当  金        442         707   △    265  

    そ      の      他        273         398   △    124  

 固  定  負  債 (   18,091) (  16.6 ) (   17,460 ) (  15.1 ) (      630 ) (   3.6 ) 

 長 期 未 払 金     808         837   △     28  

    長  期  借  入  金      8,581       8,427         154  

    再 評 価 に 係 る 
    繰 延 税 金 負 債      1,713       1,951   △    238  

    退 職 給 付 引 当 金      6,878       6,152         726  

    そ の 他        109          91          17  

 負  債  の  部  合  計     76,798    70.7     86,902    75.1  △ 10,104  △11.6 

  （資 本 の 部）       

 資      本      金 (   26,100 ) (  24.0 ) (   26,100 ) (  22.6 ) (       ― ) (    ― ) 

 資 本 剰 余 金 (   33,557 ) (  30.9 ) (   33,557 ) (  29.0 ) (       ― ) (    ― ) 

   資  本  準  備  金     33,557      33,557              

 利 益 剰 余 金 (△ 30,889 ) (△28.4 ) (△ 32,431 ) (△28.0 ) (    1,541 ) (    ― ) 

   利  益  準  備  金        100         100              

   任 意 積 立 金      1,800       1,800              

   当 期 未 処 分 利 益  △ 32,789   △ 34,331       1,541         

 土 地 再 評 価 差 額 金 (    2,497 ) (   2.3 ) (    2,689 ) (   2.3 ) (△    192 ) (△ 7.2 ) 

 そ の 他 有 価 証 券 
 評  価  差  額  金 

(      546 ) (   0.5 ) (△  1,111 ) (△ 1.0 ) (    1,657 ) (    ― ) 

 自    己    株    式 (△     17 ) (△ 0.0 ) (△     12 ) (△ 0.0 ) (△      5 ) (    ― ) 

 資  本  の  部  合  計     31,793    29.3     28,792    24.9      3,001    10.4 

 負 債 ・ 資 本 の 部 合 計    108,592    100.0    115,695   100.0  △  7,102  △ 6.1 
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〈単  独〉  

  損益計算書   
                                                                                     （単位：百万円） 

当     期 
(自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日) 

前     期 
(自 平成14年４月１日 

 至 平成15年３月31日)  

前 期 比 増 減 

                 期    別 

 

  科    目 
金    額  構成比 金    額  構成比 金    額  増減率 

（経 常 損 益 の 部）        ％        ％        ％ 

 営 業 損 益 の 部       

  営   業   収   益       

    売     上     高    131,610   100.0    138,550   100.0   △  6,940  △  5.0  

  営   業   費   用 (  124,908 ) (  94.9 ) (  133,694 ) (  96.5 ) (△  8,786 ) (△  6.6 ) 

    売   上   原   価    110,680    84.1    120,236    86.8   △  9,556  △  7.9 

     販売費及び一般管理費     14,228    10.8     13,457     9.7         770      5.7 

  営    業    利    益      6,702     5.1      4,856     3.5       1,845     38.0 

       

 営 業 外 損 益 の 部       

  営  業  外  収  益 (    1,244 ) (   0.9 ) (    1,305 ) (   0.9 ) (△     61 ) (△  4.7 ) 

     受取利息及び配当金        292         523     △    231  

    賃      貸      料        569         462         106  

    そ     の     他        382         319            62  

  営  業  外  費  用 (    2,374 ) (   1.8 ) (    3,224 ) (   2.3) (△    850 ) (△ 26.4 ) 

    支 払 利 息      1,425       1,581   △    156  

    貸 与 資 産 償 却 費        237         226          10  

    そ     の     他        712       1,416   △    703  

  経    常    利    益      5,572     4.2      2,937       2.1       2,634     89.7 

       

 （特 別 損 益 の 部）       

  特   別   利   益 (      609 ) (   0.5 ) (      591 ) (   0.4 ) (       18 ) (    3.1 ) 

     子 会 社 清 算 配 当        194         172          21  

     投資有価証券売却益        384          ―         384  

    そ     の     他         31         418   △    387  

  特   別   損   失 (    6,161 ) (   4.7 ) (    3,287 ) (   2.3 ) (    2,874 ) (   87.4 ) 

     固定資産売却損及び除却損     850         174         675  

    投資損失引当金繰入額      3,690          ―       3,690  

     子会社事業構造改革費        659          ―        659  

    退職給付会計基準変更時差異        464         464          ―  

        そ の 他       496       2,648   △  2,151  

  税 引 前 当 期 純 利 益         20     0.0        241     0.2  △    220  △ 91.6 

  法人税、住民税及び事業税  △    127  △ 0.1  △    116  △ 0.1  △     10       ― 

  法 人 税 等 調 整 額  △  1,144  △ 0.9  △    514  △ 0.3  △    630       ― 

  当 期 純 利 益      1,291     1.0        871     0.6        420     48.2 

  前 期 繰 越 利 益  △ 34,331   △ 35,202         871  

  再評価差額金取崩額        250          ―         250  

  当 期 未 処 分 利 益  △ 32,789   △ 34,331       1,541  
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〈単  独〉  

貸借対照表及び損益計算書に関する注記 

  １．重要な会計方針 

  （１）有価証券、投資有価証券、子会社株式及び関連会社株式の評価方法 

     子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 

     その他有価証券 

      時価のあるもの……………………期末日の市場価格等に基づく時価法。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

      時価のないもの……………………移動平均法による原価法 

  （２）デリバティブの評価方法………………時価法 

  （３）たな卸資産の評価方法 

     製品及び商品、原材料、仕掛品……総平均法による原価法 

     貯 蔵 品………………………………最終仕入原価法 

  （４）固定資産の減価償却の方法 

        ①有形固定資産 

     法人税法に規定する耐用年数に基づく定率法。但し、工具器具備品の一部（金型）については 

     定額法を採用しております。 

        ②無形固定資産 

     自社利用のソフトウェアについては、利用見込期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

     その他の無形固定資産については、法人税法に規定する耐用年数に基づく定額法を採用しております。 

  （５）引当金の計上方法 

     貸 倒 引 当 金…………金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

     投資損失引当金…………子会社株式の実質価値の低下による損失に備えて、純資産価額等を勘案して必要と

認められる額を計上しております。なお、同引当金3,983百万円は、貸借対照表上、

子会社株式から直接控除しております。 

     賞 与 引 当 金…………従業員の賞与の支給に備えて、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上してお

ります。 

     退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異はそれぞれ発生の翌期より１５年で均等償却することとし

ております。また、会計基準変更時差異 2,321百万円については、５年で均等償却

しております。  

  （６）リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（電子計算機、金

型等）については、賃貸借取引に準じた方法で会計処理をしており、資産の部に計上しておりません。 
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〈単  独〉  

  （７）ヘッジ会計の方法 

①  ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。 

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 為替予約取引・金利スワップ取引 

  ・ヘッジ対象 外貨建予定取引、借入金利息 

③  ヘッジ方針 

    当社の通常業務を遂行する上で為替リスクを軽減する目的で取引予定額に基づき為替予約取引を使用し

ております。また、借入金利息の将来の金利市場における利率変動リスクを回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っております。 

④  ヘッジの有効性評価の方法 

    ヘッジ対象とヘッジ手段との関係が直接的であるためヘッジの有効性の評価を省略しております。 

  （８）消費税等の会計処理方法 

     税抜方式によっております。 
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〈単  独〉  

  ２．貸借対照表関係 

                                            （平成16年３月期）    （平成15年３月期） 

  （１）有形固定資産の減価償却累計額           27,792 百万円         31,411 百万円 

  （２）保 証 債 務                            19,897 百万円         28,985 百万円  

  （３）関係会社に対する主な資産・負債 

        （資産の部）             （負債の部） 

     売 掛 金 ………  7,399 百万円     買掛金 ………  2,763 百万円 

     未収入金 ………  3,079 百万円     未払金 ………  2,231 百万円 

          短期貸付金 …… 2,367 百万円          短期借入金･… 4,989 百万円 

  （４）有形固定資産の一部 10,455百万円、投資有価証券の一部 3,187百万円は、短期借入金 19,435百万円、 

一年以内返済予定の長期借入金 6,178百万円、長期借入金 8,563百万円の担保に供しております。 

 

  ３．損益計算書関係 

        関係会社との主な取引 

     売   上   高 ……………………  57,109 百万円 

     仕   入   高 ……………………  61,265 百万円 

     賃  貸  料 ……………………     563 百万円 

 

４．連結納税制度を適用しております。 



- 8 -   

〈単  独〉  

  ５．リース取引関係  

 

  （１） リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

   借手側 

      ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 （平成16年３月期）  （平成15年３月期） 

取 得 価 額 相 当 額  3,292 百万円  4,013 百万円  

減価償却累計額相当額  1,537 百万円  2,165 百万円  

期 末 残 高 相 当 額  1,755 百万円  1,847 百万円  

          ※上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」であります。 

      ②未経過リース料期末残高相当額 

 （平成16年３月期）  （平成15年３月期） 

１  年  以  内  1,016 百万円  1,208 百万円  

１    年    超     834 百万円    729 百万円  

   合     計  1,851 百万円  1,937 百万円  

      ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 （平成16年３月期）  （平成15年３月期） 

支 払 リ ー ス 料  1,506 百万円  2,086 百万円  

減 価償却費相当額  1,354 百万円  1,935 百万円  

支 払 利 息 相 当 額    127 百万円    141 百万円  

 

なお、減価償却費相当額の算出方法はリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっており、また利息相当額は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額とし、各期

への配分方法については利息法によっております。 

 

  （２）オペレーティング・リース取引 

      未経過リース料                                      

 （平成16年３月期）  （平成15年３月期） 

１  年  以  内      0 百万円     ― 百万円  

１    年    超       2 百万円     ― 百万円  

   合     計      3 百万円     ― 百万円  

 

  ６．有価証券（子会社株式及び関連会社株式）関係 

      子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものは所有しておりません。 
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（８）  損  失  処  理  案     

 
     当 期 損 失 処 理 案                                     前 期 損 失 処 理   

自 平成15年４月１日                  自 平成14年４月１日 

至 平成16年３月31日                  至 平成15年３月31日  

(単位：百万円)                       (単位：百万円) 

 
摘        要  

 
当期 (案 ) 

 
摘        要  

 
前期 (実績 ) 

        
当  期  未  処  理  損  失 

 
 下記の通り処理いたします。 

 
任 意 積 立 金 取 崩 額 
利 益 準 備 金 取 崩 額 
資 本 準 備 金 取 崩 額 

 
次 期 繰 越 損 失 

 
32,789 

 
 
 

1,800 
100 

30,889 
 

―  

 

        
当  期  未  処  理  損  失 

 
 下記の通り処理いたします。 

 
 
 
 
 

次 期 繰 越 損 失 

 
34,331 

 
 
 
 
 
 
 

34,331 
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（９）  役員の異動   （平成１６年６月２５日付予定）  
 

（１）代表者の異動 

 
該当事項はありません。 
 

（２）その他の役員の異動 
 
① 新任取締役候補 
 
該当事項はありません。 
 
②新任監査役候補 
 
 常勤監査役  滝 沢 克 俊    クラリオン・ヨーロッパGmbH社長 
 
③退任予定取締役 
 
該当事項はありません。 
 
④退任予定監査役 
 
 常勤監査役  白 井 道 夫 
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